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1は じめ に
株式会社において、株主は会社債権者に対して直接の責任を負わず、会社に対する一定額
の出資義務を負 うにすぎない(ll。また、自己資本であろうと他人資本であろうと資金のもつ
経済的効果は全 く同 じであるにもかかわらず、株主には、出資行為の対価として、自益権や
共益権などの権益が与えられているが、債権者には何ら権益が与えられていない('tl。
これらのことから、商法では伝統的に 〔3〕、株主と債権者間の利害調整を目的として債権者
保護 を重視 し、資本維持の原則 に基づ き、会社が資本額に相当する財産を実質的に保有する
ことを要請 している。具体的には、法定準備金規定を設け、その上で資本金、法定準備金等
の額に相当する純資産額を企業内に維持するために配当規制をしている(商法290条)。
しかし、f成13年に成立 し、同年10月r日に施行された 「商法等の一部を改正する等の法
律 似 下、「改正商法Jと いう)」において、株式会社および有限会社の資本準備金および利
益準備金の積立てに関する規定が変更 されたことならびに法定準備金の減少制度が設けられ
た(n;ことにより資本維持理念および債権者保護理念が後退 したといわれている(5)。さらに、
会計学の観点からは、「会計学上最 も重視 して きた 『資本 と利益の峻別』といういわゆる資
本 ・損益区分原則を破棄 したものである ㈲」 との批判が少なくない。これ らの批判は、平成
13年商法改正により、配当可能利益の中に資本剰余金が含まれることになった点に着 目した
ものであると思われるが、この ような改T商 法に対する批判の原因は、商法独自の資本観お
よび利益観にあるように思われる。
一 ユ25・一
企業.会計と商法における資本維持概念の乖離について
本稿は、商法における資本維持概念および利益概念を検討することで、企業会計における
各概念 との乖離について考察す ることを目的とする。加えて、商法にお.ける資本維持概念の
観点からみた改.正商法の問題点についても検討を試みたい。
H平 成 噌3隼商法改正の概要
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上述のように.平成13年商法改正は、商法における債権者保護および企業会計における資本
と利益の区別の観点から数多くの議論を生みtY,している。本節では、この改正商法のうち法
定準備金制度の改正内容およびその改正理由を概観する。
改正商法では、まず第1に、資本準備金として積み立てることが義務付けられていたr資
本 ノ減少二依 リ減少シタル資本ノ額ガ株式ノ消却又ハ払戻二要シタル金額及欠損ノ補填二充
テタル金額ヲ超ユル トキハ其ノ超過額(旧 商法288条ノ2)」すなわち減資差益が資本準備金
から除外 されることとなった。この改正は、減資差益が資本減少手続において、株主総会の
特別決議および債権者保護手続を経て生 じたものであるため、資本準備金として積み立てる
ことは適当でないとの考え 〔vl方に基づき行われた。すなわち、特別決議と債権者保護手続を
通過することは、株主および債権者が滅資を行うことを了承 したことを意味 し、その了.承を
得た金額については維持する必要がないということである。なお、資本減少手続によって生
じた減資差益は、法定準備金としての配当制限が及ばないため、配当可能利益に含められる
こととなった。
第2は、法定準備金の積立限度額規定の変更である。従来は、利益準備金の額が資本金の
4分のiに相当する金額に達するまで、毎期の利益処分により配当金などの形で企業外に流出
する額の10分の1以上(中 問配当を行っている場合には、中間配当額に相当する金額の10分
の1>を利益準備金として.企業内に維持することを義務付けていた(旧 商法288条)。しか し、
平成i?年商法改正により資本準備金 と利益準備.金の合計額すなわち法定準備金の額が資本金
の4分のzに達すれば、利益準備金を積み立てる必要がなくなった(商 法288条)。この積立
限度額の変更の背景には、「近時、公開会社の多くで株式の時価発行が行われ、多額の資本準
備金が積み立てられているという現況において、それに加えて利益準備金の積立てを強制す
ることは過剰な規制である旨の指摘があった(a).といわれている。
第3は、法定準備.金の減少制度の新設である。平成13年商法改正以削において、法定準備
金は、資本欠損の填補または資本金への組入れの場合にのみ、その減少 が.認め られていた
(商法289条①)。それが平成13年商法改正により、法定準備金の う.ち資本金の4分の1超過部
分を、株主に対 して分配する等のために減少させることが可能 となった(商 法289条②)。具
体的な減少手続は、原則として資.本減少手続 を準屠す ることが規定されている(商法289条
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④)た め、株主総会決議に基づいて行わなければならず(商 法289条②)、その場合には当該
株主総会の召集通知にその議案の要領を記載 しなければならない(商 法289条③)こ とにな
.る。なお、この株主総会においては、その理由.、取崩すべき法定準備金の種類および減少額
を明確にして決議(s;を行わなければならない(io;.併せて、債権者保護.手続(it)についても、
資本減少手続の場合 と同様の手続を.踏まなければならない(商法289条④)こ とになる。
この法定準備金の減少手続は、これまで法定準備金より拘束性の強い資本に減少手続があ
.り.なが..ら.、法定準備金 に資本欠損:の.填補.または資本金への組入れ.の場合以外には減少手続が
ないことは、立法の不備である.との指摘 があったことを踏まえて創設 されたといわれてい
る 〔iz;。しか し、その.一方で、「実際に企業等から、現在の商法ではできないことをできるよ
うに してほしいという具体的な要望が出されている 〔,,;」など経済界からの商法に関する規制
の緩和に対す る要望があったことが、法定準備金減少手続創設の背景にあることも、また、
事実のようである。
第4は、法定準備金の使用順序に関する.規定(旧 商法289条②)の 削除である。平成13年
商法改正前は、資本欠損の填補を行 う場合において、利益準備金残高があるときは、先に利
益準備金をその補填に充て、利益準備金残高がなくなった時点で、はじめて資本準備金をそ
の捕填に充てることとしていた。 しか し、平成13年商法改正により、利益準備金残高があっ
ても、資本準備金から先に、欠損の填補に充てることが可能になった。なお、平成13年商法
改正により新設 された法定準備金の減少手続の場合においても、法定準備金の減少順序に関
する規定はない。
第5は、額面株式制度の廃止である。従来の商法では、額面株式に関する規定(旧 商法199
条)が 存在 し、額面株式の金額は均..一.一でなければならない(旧 商法202条〉こととされてい
たが、改正商法では、これ らの額面株式制度に関する規定は削除 され、すべての株式が無額
面株式とされることになった(14)。この改正についても、法定準備.金の減少手続の創設と同 じ
ように、規制緩和を志向する経済界からの要望 がその背景にあるように思われる。なお、原
則 として株式発行価額の総額を資本 とし、その2分の1に相 当する金額までは資本準備金とす
ることができるという規定(商 法284条ノ2②)は維持 されることとなった。
以上の5点が、法定準備金制度に関わる改正商法の概要である。次節および第4節では、こ
の改正商法の概要に基づき.これ らの改.正により生じている問題点について考察する。
ffi企業会計と商法における利益概念および資本維持概念の乖離
「企業会計原則」第1..一般原則3では 「資本取引 と損益取引とを明瞭に区分 し、特に資本剰
余金と利益剰余金 を混同 してはならない。」 としている。 また、「企業会計原則」の設定にあ
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たって大 きな影響を与えたといわれているSHM会計原則(15)では、「資本 と利益の区別をす
ることは会計および経営の根本である(1h)」としている。さらに、現在におけるア.メリカ会計
基準の設定主体であるFASB〔1Tは、資本を維持するのに必要な額を超過する流.入のみが持分
からの利益であるとして、.資本からの利益と資本のn収 とを区分することを規定 している(18;。
このような企業会計における資本 と利益の区別は、期間利益の算定および分配可能利益.の算
定の2.つの観点から要請されている。まず、期間利益の算定の観点からは、利益の減少を資
.本の.減少として扱えば、利益が過大表示..さ.れ.、..また逆に資本の減少.を利益の減少 として処理.
したならば、利益の資本化を来たす ことになり、企業の収益力に関する利害関係者の判断を
誤 らせることになる 〔19〕ために資本 と利益の区別が要Pfdされている。また、分配可能利益の
算定の観点からは、株主からの払込資本が配当金の形で企業外に流出すると、株主は拠出資
本の回収余剰部分すなわち留保利益を配当金.として受け取 っているはずが、実際には拠出資
本の払戻しを受けていることになり、株主にとって不利益なばか りではなく、資本の食い潰
しにより企業の倒産を引き起 こしかねない(zo:ために、資本 と利益の区別が要請 されている
のである。ただし、後者の分配可能利益の観点における資本 と利益の区別については、資本
金以外の拠出資本および留保利益は、いずれも剰余金であるこ.とに違いがないとの理由から、
その意義に疑義を呈する意見が存在する。しかし、「期間利益の算定の結果計算された利益の
うち超期間的に企業内部に蓄積 される留保利益が減少 される際に、拠出資本の減少として扱
われることがあれば、本来減少されるべ き留保利益は過大に示 され、またかりにこの部分の
留保利喬が分配されれば、それは実質的に資本の分配 とならざるをえない ⑳」 ことになり、
継続企業 としての企業の会計に一貫性がなくなって しまうように思われる。また、資本取引
および損益取引については期間利益の算定のために区別が要講される一方で、資本取引を源
泉とする拠.出資本および損益取引を源泉 とする留保利益について区別が要請 されないという
のは違和感を覚える。以上の考えに基づ き、小稿では分配可能利益の算定の観点における資
本と利益の区別すなわち拠出資本と留保利益の区別の必要性があることを前提 として論を進
めていくこととする。加 えて、小稿では商法が配当規制のために資本維持制度を設定し、期
間利益の算定について考慮 していないことを鑑み、資本 と利益の区別を企業会計における分
配可能利益の算定の観点からの資本および利益すなわち拠出資本および留保利益の区別に限
定して検討していくことにする。
従来、商法は資本取引から生 じた剰余金で法定資本以外のもσ)を資本準備金としていた ⑳
ため、「資本準備金を 「企業会計原則」にいう資本剰余金を呼称をかえて採 り入れたもの ⑳ 」
と解釈することができ、上述 したような企.業会計が要請す る資本と利.益の区割に反するとこ
ろはほとんどなかった。 しか し、平成13年商法改正により、.企業会計上、資本取引から生 じ
た資本剰余金に含められている減資差益および資本準備金減少差益(za;が、資本準備金から
除外 され、配当可能利益に含め られ ることになったことで、「資本準備金 ≒資本剰余.金」の
一izs一
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図式は、「資本準備金≠資本剰余.金」という図式に変更 を余儀なくされた。これにより、商法
会計における資本と利益の区別は、破棄されたように思われる。
この点について、立法関係者は次のように説明 している。「資本性の剰余金が商法上の利益
の配当として株主に分配され得ることになったため、『利益ノ配当』との文言.が与える印象に
そぐわないとの意見も見 られる。しかし、商法は、貸借対照表上の純資産額から資本、法定
準備金等 を控除 した残額 を利益配当の.上限としているのであり.(商法290条)、『利益』とい
う.文言..に厳密な意味を与えてお.ら.ず、...ま.た.、....『利.益の配当』と.の文言が、.決算期に生 じた剰余
金 を株主に対 して平等に分配する行為を呼ぶ名称.として使用 していたにすぎないものとも考
えられる。 このように理解すれば、資本性の剰余金が配当の原資になったとしても、会計的
な観点からの違和感は別として、これまでの商法の体系を逸脱す るものとはいえない 〔as7。」
すなわち、企業会計が分配可能利益の算定の観点から、利益(留 保利益)を 払込資本以外の
純資産の増加部分と捉えている(zs;のに対 し、商法では利益を純資産のうち法定資本と法定
準備金以外の ものと捉えており、企業会計におLける利益の概念 とその内容 を異にしている。
さらにいえば、商法は 「利益の意義を定め.ることについてはその必要も感じていない し、ま
た興味を持つものでもない(27;」とされている、事実.、商法は、減資差益等の 「その他資本剰
余金」からの分配又は配当が認めら.れたことによって、現行法..Lの利益配当(商 法290条)
および中間配当(商法293条ノ5)と資本及び法定準備金の減少に伴 う払戻 し(商法289条・
375条)との区別が相対化しており、ともに 「利益およびその他資本剰余金」という、いわ
ゆる 「剰余金」 を払 い戻す行為として整理することができ、両者を法律..ヒ区別 して規律す る
必要性は乏 しい(28)として、平成15年1⑪R2e日公表 された 「会社法制の現代化に関する要綱
試案(以 下、「要綱試案」 という)」において利益の配当、中間配当、資本および資本準備金
の減少に伴 う払戻 しならびに利益処分によるその他金銭等の支払を 「剰余.金の分配」として
整理することとしている(「要綱試案」第5・1(1)〉。これに伴い利益準備金と資本準備金の
科 目の区別が廃止 されること(「要綱試案」第5・2(3))および配当可能利益 という名称 を
分配可能限度額という名称に変更することが検討されている(「要綱試案」第5・1(3>)。
この要綱試案は、商法が 「利益」 という文言それ.自体 を撤廃することで、「利益」という概
念が商法には存在 しないことを明確にし、企業会計からの配当可能利益に対する資本 と利益
の区別に関す る批判を根絶 さ.せる意図.があるように思われる。企業会計においても、.剰余金
を 「企業会計原則の注解6が明示 しているように 「会社の純資産額が法定資本の額を超 える
部分をいう』もの(zs1」と定義 しているため、要綱試案にあるように資本の払戻および利益の
配当を 「剰余金の.分配」と呼ぶことに論理的矛盾はない。 しか し、「剰余金の分配」として資
.本の払戻 と利益の配当を統合すること自体が、企業会計における資.本と利益の区別の観点か
ら適切ではないように思われる。
次に、商法 と企業会計の資本維持概念の乖離について検討する。商法と企業会計との間に
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利益概念の相違(商 法の利益概念の撤廃を含む)が あるということは、無論、商法と企業.会
計 との間で資本維持概念につい.ても相違があることになるであろう。
企業会計では、資本 と利益の区別の観点から、株主からの拠出資本およびこれに準ずる一
定の ものは維持拘束性を有することになる(30;。したがって、株式払込剰余金、合併差益およ
び減資差益等は、維持拘束性を有す る資本剰余金に該当する。しかし、商法では、減資差益.
を企業が維持すべきものから除外 したことおよび資本準備金に減少手続 を設定 したことによ
り.、..資本取引から生 じた剰余金の一:oisにっ.鳶維持拘束性が解.かれるこ.とになった。このこと
.は、商法が資本取引であるか否かを維持拘束の判断基準としていないことを意味 しているよ
うに思われる。
ここで、商法が 「資本の維持」 といった場合における 「資本」については、一般的に次の
ような解釈がなされている。「商法上、資本の定義についてとくに明文規定があるわけではな
いが、資本に関する商法の規定から、一般に資本 とは 『会社財産 を確保するための基準とな
る一定の金額』と定義づけられる 〔3町。具体的には、発行済株式の総額が、原則 として商法
における 「資本」を意味することになる(a2;。したがって、商法における資本維持の原則は、
企業会計でいうところの 「資本金」の維持 を要請するものであり、この法定資本に相当する
純資産を会社に維持 させるための緩衝器 として法定準備金制度を設け、会社債権者を保護 し
ようとしているのである(i3)例えば、1⑪,oo⑪千円拠出され(全額、資本金 とする)設.立され
た企業が、設立年度に1,000千円の利益を得たとする。この場合、法定準備金制度がなければ、
その利益を利益処分により全額株主に対 して配当することが可能となる。しか し、全額株主
に配当してしまうと、例えばその翌期の決算において損失が生 じた場合に、資本金を減少さ
せることでしかその損失を填補することができないことになって しまう。 このような事態を
回避 し、法定資本の欠損 を可能な限 り防ぐためのクッシ ョンとして法定準備金が規定されて
いるわけである(鋤。すなわち、商法における資本維持は、r会 計と異なり、法定資本その
ものの維持と法定資本を維持するための緩衝器の維持を要請するものであり、法定資本また
は法定準備金であるか否かが商法における維持拘束の判断基準となっていると考えられる。
以上のような、商法と企業会計との間における資本維持概念および利益概念の乖離は、商
法における法定準備金制度とりわけ資本準備金制度が債権者保護の観点か ら株主の拠出額の
配当を許 さないほうが望ましいという配当規制のために設けられた政策的な制度(35であり、
企業.会計における資本 と利益の区別をするための制度ではない(as7.ことに起因 していると考
えられる。また、この法定準備.金謝度に対する考え方に加えて、上述のような平成13年の商
法改正による法定準備金制度の改正および要綱試案 による利益概念の実質上の撤廃により、
商法 と企業会計の温度差は更に拡大 したように思われる。
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N商 法における資本維持概念と改正商法の乖離
?
?
??
??
??
上述 したように、商法.は債権者保護の観点から 「資本維持の原則」を設定 しているが、平
成13年の商法改正は、商法における資本維持概念の観点からも問題点を有 しているように思
われる。そこで、以下、こめ問題点について考察を試みるとともに、商法における資本維持
制度の有効性についても検討を加.えていく.ことにする。
改正商法では、法定準備金の積立.限度額に関する規定の変更 されたことおよび額面株式制
度の廃止により、利益準備金の積立ての必要性が実質上なくなったと思われる。このことに
ついては、以下の設例を用いて具体的な説明を試みる。
【設例】
①[2002年4月1日]A社は会社の設立にあたり、株式is,ooo株のうち2,000株を1株の発行価額
60千円で発行 し、払込金額を当座預金とした。なお、資本金には発行価額のうち商法で認められ
る最低額を組入れることとしている。
②[2003年3月siB]第1期決算において、当期未処外利益iz,ooo千円を計.Lした。なお、2003年6
月25日開催予定の株主総.会において次の内容の利益処分を.予定 している。
配 当 金1株 につき3千円
利益準備金 商法規定の最低限度額
役員賞う.金4,000千円
残余は次期に繰 り越す。
この設例を、平成13年商法改正前の規定に基づき仕訳をすると以下のようになる。
借方項目 金 額 貸方項目 金 額
① 当座預金 120,000千円
1
資本金
資本準備金
100,000千円
zo,ooa千円
C 未処分利益 12,000千円
1
利益準備金
配当金
役員賞与金
繰越利益
1,000千円
6,000干lli
4,000千円.
1,000千円
...一..
次に、この設例を、平成13年商法改正後の規定に基づき仕訳をすると以下のようになる。
借方項 目 金 額 貸方項目 金 額
C 導座預金 120,000干円
1
資本金
資本準備金
so,ooa千円
60,000千19
c 未処分利益 三2,000千円
配当金
役員賞与.金
繰越利益
6,000T'1.犀1
4,000.千円
z,ooo7i円
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まず、平成13年商法改正前は、原則 として1株5.万円の額面株式制度があったため、資本
準備金には20,000.千円しか組入れることができなかったのに対 し、平成1.3年商法改正後は額
面株式制度がないため発行価額の2分の1すなわち60,000千円を資本準備金 とすることができ
ている。次に、.Y成13年商法改正前は、利益準備金のみが積立限度額規定の対象となってい
たため、利益準備金1,000千円を積み立てる必要があうたが、平成13年.商法改正後は、法定
準備金全体が積立限度額規定の対象となっていたため、利益準備金を積み立てる必要がなく
なった。
また、改正商法が積立限度額 に関する規定を変更 しただけで額面株式制度を廃止していな
いものと仮定すると、この設例の場合、法定準備金20,000千円が資本金100,000千円の4分の
1の金額である25,000.千円を下回っているため利益準備金 を積み立てる義務が生 じることに
なる。
以上のように、法定準備金の積立限度額に関する規定の変更および額面株式の廃止という
2つの改正により、利益準備金が貸借対照表上に計上 されることは、ほとんどなくなって し
まった(3])。平成13年商法改正により利益準備金の積み立てが不要となることは、その改正
案の中で、利益準備金制度 を廃止するとの意見があった ㈹ ように、改正前から予想 されて
いたことである。 したがって、商法は形式的に利益準備.金制度を残 しただけで、実質的には
利益準備金制度を廃止したといっても過言ではないであろう。
利益準備金が実質的になくなったことで、法定資本の緩衝器は資本準備金のみとなってし
まった。この資本準備金は、現行法において株式払込剰余金、合併差益、株式交換差益、株
式移転差益および分割差益に限定 されている(39;が、このうち株式払込剰余金以外のものは、
非日常的な取引により生 じるものであるために、資本準備金はそのほとんどが株式払込剰余
金で構成されることになる。すなわち、株式払込剰余金が、ほとんど唯一の法定資本の緩衝
器としての役割を担っているということができるであろう。
しかし、株式払込剰余金は株主からの払込金額のうち法定資本に含めなかったものであり、
本源的には法定資本と何 らMr格を異 とす るところはない。このことd3、商法が発行済株式の
総額を、原則 として資本 としていることからも明らかであろう。この意味で、現行商法は、
法定資本の緩衝器として法定資本のみを用いることを要請 していることになり、法定準備金
は、本来の存在意義を失って しまったように思われる。
さらに、商法は、r法定準備金について、資本の4分の1を超 えない部分については減少す
ることがで きない ものとしている規制は、廃止する方向で検討(「要綱試案」第5・2(5>)
を進めている。この要綱試案が法制度化 されれば、株主か らの払込金額の2分の1相当額は、
資本金の金額にかかわ らず法定準備金め減少手続 を経れば、その全額を取崩すことも可能に
なり、法定準備金がゼロの企業がでて くることも十分考 えられる。この法定準備金減少額の
上限規制廃止の理由を、商法は 「資本を保護するための予防的な計数である法定準備金の減
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少 を制限 して、保護 されるべき資本を先に減少 させなければならないとい う規制を維持する
ことは、資本制度による債権者保護の考え方に沿うものであるとはいい難い 襯」ためとして
いるが、債権者保護をその理由としてあげるのであれば、法定準備金減少額の上限規制の撤
廃それ自体が資本制度による債権者保護の考えかたに沿うものではないように思われる。
このような商法による ドラスティックな改正の背景には、商法における資本維持制度が債
権者保護 に有効に機能 していないとの批判があると考えられる。具体的には、以下の2点を
その有効性に対する批判 としてあげるζと.ができる。
第1に、資本に損失の緩衝器としての役割 を期待するならばそれにふ さわ しい資本の額が
法的に設定 されなければならないはずだが、商法は株式会社の資本の額の最低限度額につい
て何の規制 も置いておらず極めて少額の資本金 しかもたない会社が多数設.立される結果とな
っている(a//これは、資本維持制度による債権者保護の観点からは、多額であるほど望まし
いとされ る法定資本の額 が、税法上の理由などからむしろ過小資本であることを好む株主お
よび社員の裁量に委ねられていることに起因する(az;ものである(43.。
第2に、資本維持制度において資本は損失発生に備えての緩衝器にとどまり、営業不振 に
よる会社財産の減少臼体を阻止することができない(44)。会社が倒産したときに可能な限り高
い弁済 を得 られるようにすることが債権者保護の1つの課題であるとするならば債務超過が
生 じた場合に、それ以上財産状態が悪化することを防 ぐことが資本維持制度に求められるは
ずであるが、現行法はこの点について何の規制 も加えていない(ns;。
さらに、債権者保護のために......・定額の財産を確保することに意昧があるとしても、その金
額がなぜ資本でなければならないのかという資本維持制度それ自体に対する本源的な批判(as;
も存在する 圃。たしかに、債権者保護の観点から0)み考えれば、資本の額は過去の事実を表
すにすぎず、会社の現在の支払能力とも将来の収益見通しとも何の関係 もない数字であり(ax;、
資本の維持が債権者保護に直結するとは必ず しもいいきれないであろう。
しか し、商法による資本維持制度が以上のような問題点を有 しているとの指摘があるにも
かかわ らず、現在 もなお債権者保護の手段 と.して資本維持が原則となっているのには、資本
維持の原則よりわかりやす くかつ効果的な原則.を見出せずにいるため(49;であるように思わ
れる。平成is年の商法改.正および要綱試案の内容からすると、債権者の自己責任 を重視 しtso;、
資本維持制度を撤廃 しようとしていると考えられなくもない。しかし、上述のように要綱試
案において資本維持制度 に基づ く債権者保護を尊重する記載が見受けられることからも、商
法が今もなお資本維持制度を前提としているといってよいように思われる。
以一.ヒのことか ら、商法は債権者保護のための資本維持制度に懐疑心を持ち、その代替規定
を設けるかまたは債権者保護の後退を認めるかを模索 している状態にあると考えられる。そ
のような状態が、.一F述のような法定準備金制度すなわち資本維持制度の後退の形で表れてい
るのではなかろうか。債権者保護の後退が商法において適切であるか否かについては言及を
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避けるが、商法が資本維持制度の代 りとなる債権者保護の手段を設定しない限り、現行商法
の規定による資本維持制度の後退は、債権.者保護の弱体化を意昧することには違いないであ
ろう。=加えて、資本維持制度の後退は、商法 と企業会計における資本および利益の概念 のさ
らなる乖離の原因となっているように思われる。
V...お.わ.り..に...
本稿では、平成13年商法改正および.「会社法制の現代化に関する要綱試案」の内容か ら商
法の資本維持概念および利益概念を明らかにし、企業会計における資本と利益の区分および
債権者保護の観点から、問題点を明らかにすることを試みてきた。
改正前の商法は、資本準備金と資本剰余金とで、その内容がほぼ同 じであったことからも
わかるように、企業会計との調和 を図っていたと考 えられ る。しか し、平成13年改正商法は、
資本準備金の内容の変更および利益概念を撤廃す る.ことにより、企業会計との概念の違いを
明示 し、商法の¥(,場を強 く主張 していると考 えられる。.
また、平成13年商法改正および要綱試案は、債権者保護の達成手段である法定準備金制度
を弱体化させることにもなっており、企業会計との乖離だけではなく、商法が要請する資本
維持の原則との乖離 も見受けられるように思われ る。
債権者保護の観点からは、資本維持制度を変革 していくことに異論はない。 しかし、企業
会計 との調和の観点からは、商法においても資本の維持は必要であるように思われ る。企業
会計と商法が調和する必要はないとの意見も少なくないが、企業会計および商法会計は別個
独立 した会計ではなく、相互関連性および相g,4trl性の高いものであり(s//、両者の調和 は必
要なのではなかろうか。
加 えて、企業会計における資本と利益の区別の必要性を前提 とするならば、商法会計 にお
いても資本と利益の概念の明確化および資本 と利益の区別が求め られるべ きであるように思
われる。ただし、このことを明確に述べるためには企業.会計における資本と利益の区別の必
要性についての さらなる検討および商法における資本維持舗度の今後の展望を検討する必要
がある。 これ らのことについては今後の検討課題 としたい。
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